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報第12号 専決処分の報告について 

令和７年２月５日午後６時50分頃、市内大畑町大洞地内において、多治見市平和

霊園敷地から市道114900線上に倒れた枯木に、同線を北東方向へ走行中の車両が衝

突し、当該車両の前部、右側面等を破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和７年６月28日、630,630円と定めた。 

〔過失割合：市側70％、相手側30％〕 

 

報第13号 専決処分の報告について 

  令和６年３月22日議第36号をもって議決を経た平和中学校外壁等改修工事に係る

株式会社吉川組との工事請負契約の一部を次のとおり変更したので報告する。 

変更点 １ 契約金額 〔変更後〕一金 540,181,400円 

          〔変更前〕一金 530,200,000円 

 ２ 変更理由 アスベスト切削除去後に外壁打診調査を行ったところ、

当初の想定以上にひび割れやコンクリートの浮きが増加

していたため、追加補修したもの。 
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報第16号 令和６年度決算に基づく健全化判断比率の報告について 
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報第17号 令和６年度多治見市財政向上指針の実施状況の報告について 

  

１　収入の増加及び支出の抑制

諸納付金の収納率

経常経費（普通会計）

２　市債残高（一般会計負担分）の上限

市債残高

一般会計

駐車場事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

農業集落排水事業会計

病院事業会計

※端数処理により、合計額等が合わない場合があります。

３　基金の適正な管理

（１）　財政調整基金の可処分額を33億円以上確保します。

財政調整基金の可処分額

財政調整基金残高 A

災害復旧経費留保分 B

リスク引当金 C

可処分額    （A－B－C）

※端数処理により、可処分額等が合わない場合があります。

①収入の増加
　債権管理計画で定める収納率の達成、企業誘致による税収増、使用料・手数料等の見直し及び市有財産の一層の
有効活用により財源の確保に努めます。
②支出の抑制
　公共施設等のランニングコスト軽減、行政改革の実施による経常経費の抑制に努めます。

区分 R５年度① R６年度② ②－①

市　税

現年課税分
目標 98.90% 98.90% 0.00%

実績 99.15% 99.21% 0.06%

滞納繰越分
目標 30.00% 31.50% 1.50%

28.73% 28.27% △ 0.46%

実績 33.58% 32.32% △ 1.26%

99.03% 99.10% 0.07%

歳出額 296.8億円 315.9億円 19.1億円

歳出構成比 72.8% 71.0% △ 1.8%

区分 R５年度① R６年度② ②－①

　一般会計の市債残高並びに特別会計及び企業会計の市債残高のうち、令和９年度までに、一般会計で負担すべき残高の合計を470億円、
市債の実残高を590億円以内とします。

会計名
（１）　一般会計負担分 （２）　実残高

R５年度① R６年度② ②－① R５年度① R６年度② ②－①

－ － － 2.0億円 1.7億円 △ 0.3億円

346.8億円 348.5億円 1.7億円 346.8億円 348.5億円 1.7億円

72.2億円 69.2億円 △ 3.0億円 144.4億円 138.4億円 △ 6.0億円

2.5億円 2.9億円 0.4億円 12.7億円 14.7億円 2.0億円

17.0億円 17.0億円 0.0億円 34.0億円 34.0億円 0.0億円

0.3億円 0.2億円 △ 0.1億円 0.3億円 0.2億円 △ 0.1億円

14.1億円 15.0億円 0.9億円

0.0億円 0.0億円 0.0億円

△ 2.7億円

区分 R５年度① R６年度② ②－①

75.3億円 77.1億円 1.8億円

合　　計 438.8億円 437.9億円 △ 0.9億円 540.2億円 537.5億円

61.2億円 62.1億円 0.9億円

諸納付金合計
（市税を含む）

現年課税分

滞納繰越分
実績
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（２）　市債償還対策基金（合併特例債分を除く。）は、令和９年度末残高を30億円以上確保します。

市債償還対策基金（合併特例債分を除く）

※端数処理により、残高が合わない場合があります（以下の基金も同様）。

（３）　職員退職手当基金は、令和９年度末残高を15億円以上確保します。

職員退職手当基金

（４）　庁舎建設基金は、建設費に30億円以上を財源充当できるよう、建設までに７億円以上を積み立てます。

庁舎建設基金

（５）　地域振興基金の年間処分額は、上限１億円とします。

地域振興基金

R６年度 0.0億円 0.8億円 14.2億円

R４年度 0.0億円 0.8億円 15.7億円

R５年度 0.0億円 0.8億円 14.9億円

R２年度 0.0億円 0.8億円 17.1億円

R３年度 0.0億円 0.7億円 16.4億円

R６年度 4.0億円 0.0億円 29.3億円

年度 積立額 取崩額 残高

R４年度 2.0億円 0.0億円 23.2億円

R５年度 2.0億円 0.0億円 25.3億円

R２年度 1.0億円 0.0億円 20.2億円

R３年度 1.0億円 0.0億円 21.2億円

R６年度 0.0億円 1.0億円 19.4億円

年度 積立額 取崩額 残高

R４年度 0.1億円 0.0億円 20.3億円

R５年度 0.0億円 0.0億円 20.3億円

R２年度 0.1億円 0.0億円 20.2億円

R３年度 0.1億円 0.0億円 20.2億円

R６年度 2.1億円 0.0億円 18.6億円

年度 積立額 取崩額 残高

R４年度 2.8億円 0.0億円 13.5億円

R５年度 3.1億円 0.0億円 16.5億円

R２年度 1.1億円 0.0億円 8.6億円

R３年度 2.1億円 0.0億円 10.7億円

年度 積立額 取崩額 残高
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議第72号 多治見市三の倉市民の里の設置及び管理に関する条例を廃止するについて 

１ 廃止趣旨及び廃止内容 

  公の施設としての多治見市三の倉市民の里（以下「三の倉市民の里」という。）

を令和８年４月１日に廃止する。廃止後の施設は、一般社団法人フォーレサンノ

クラに対し無償譲渡する。 

 ２ 施行日 令和８年４月１日 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

 (１) 三の倉市民の里は、第２次公共施設適正配置計画（令和６年３月策定）に

基づき、民間譲渡を検討してきた。 

〔廃止理由〕 

ア 設置目的は、「青少年の健全育成や市民の生涯学習推進のための宿泊研修

施設」であるが、日帰り利用や市外からの少人数宿泊が多くなり、自然体験

や観光利用が求められるようになっていた。 

イ 建設から30年以上経過し、施設を今後も継続していくためには、大規模な

改修工事は避けられないことから統廃合施設として検討していた。 

ウ 公共での維持には限界があり、第10次行政改革大綱において民間譲渡の方

針を確認した。 

(２) 地元法人である一般社団法人フォーレサンノクラ（以下「フォーレサンノ

クラ」という。）から譲受けの要望あり（令和６年９月30日） 

(３) フォーレサンノクラを譲渡先として決定（令和６年12月４日） 

〔選定理由〕 

ア フォーレサンノクラは、多治見三郷活性協議会が母体であり、地域のにぎ

わい創出をすることで、雇用の場づくりや定住者を増やすために施設の運営

を強く希望してきた。 

イ 三郷地区の地域資源を活かした地域経済の活性化を目的としているフォー

レサンノクラが運営することで、地元資源（野菜、いちご等）や人材を最大

限に活用でき、地域を活性化するとともに、新たなニーズに対応するなどサ

ービスの向上が期待できる。 

ウ 地元法人であり、これまでの施設運営にも理解があることから、三の倉市

民の里が現在行っている事業（小中学校の課外活動等）を継承する意向があ

る。 

(４) 市とフォーレサンノクラの間で無償譲渡を行うことを決めた協定書を締結

（令和７年３月31日） 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 三の倉市民の里の廃止について 

[実施期間] 令和７年７月１日から同月31日まで 

[寄せられた意見と市の回答] 

(１) 施設廃止後の土地の取扱いについて 

 （意見の要旨） 
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フォーレサンノクラの施設運営（経営）が未知数であることや市の関与な

く一定の価値のある土地（ＪＲ古虎渓駅、多治見市三の倉センター等が近隣

にある。）を売却処分する懸念があることから、土地は無償譲渡ではなく、

無償貸与にするべきと考える。 

（市の回答） 

  三の倉市民の里がある三郷地区のにぎわい創出を目的とするフォーレサン

ノクラが、利用者ニーズに応じて投資等しながら主体的かつ継続的に施設運

営をしていくためには、建物だけでなく、土地についても無償譲渡が必要不

可欠と判断しました。なお、フォーレサンノクラが施設運営を中止する場合

は、フォーレサンノクラが建物を解体処分し、土地の取扱いについても三の

倉地域の住民及び市と協議して決定することとしています。 

(２) 災害時の指定避難所の維持について 

（意見の要旨） 

三の倉市民の里を指定避難所として維持して欲しい。 

（市の回答） 

譲渡後も指定避難所として指定できるようフォーレサンノクラと協議して

います。 

 

議第73号 多治見市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び多治見市職員の育児休

業等に関する条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

仕事と生活の両立支援の拡充について、民間労働法制の施行（令和７年10月１

日）から遅れることなく実施するため、人事院規則及び人事院運用通知が改正さ

れた（同年４月25日公布又は発布、同年10月１日施行）。本市においても、国と

同様に部分休業の取得パターンの多様化及び仕事と育児の両立支援制度の利用に

関する職員の意向確認等の規定の整備等所要の改正を行う。 

２ 主な改正内容 

(１) 多治見市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第２号）の

一部改正〔第１条〕 

 仕事と育児の両立支援制度の利用に関する職員の意向確認等を新設（第18

条の２関係） 

(２) 多治見市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第４号）の一部改

正〔第２条〕 

ア 現行の「１日につき２時間を超えない範囲内」の部分休業を「第１号部分

休業」に改める（第10条関係）。 

イ 毎年４月１日から翌年３月31日までの期間で「市の規則で定める時間を超

えない範囲内」での部分休業を「第２号部分休業」として新設する（第10条

の２から第10条の４まで関係）。 

ウ 「部分休業の申出内容を変更することができる特別の事情」を規定すると

ともに、部分休業の取消事由を「特別の事情が生じたことにより、職員が部
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分休業の申出内容を変更したとき」とする規定に改める（第10条の５及び第

12条関係）。 

 ３ 施行日 令和７年10月１日 

 

議第74号 多治見市保育所の設置及び管理に関する条例等の一部を改正するについて 

１ 改正趣旨 

多治見市池田保育園及び多治見市旭ケ丘保育園の管理の変更並びに多治見市立

明和幼稚園の閉園に伴い、次の条例について、所要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 

 (１) 多治見市保育所の設置及び管理に関する条例（昭和60年条例第１号）の一

部改正〔第１条〕 

 ア 多治見市池田保育園の民営化及び多治見市旭ケ丘保育園の認定こども園化

に伴い、保育所（公立園）の表から削る（第２条の表関係）。 

 イ 多治見市池田保育園の民営化及び多治見市旭ケ丘保育園の直営化（認定こ

ども園化）に伴い、指定管理者の管理による保育所がなくなるため、指定管

理に関する文言を削る（第３条、第４条、第６条及び第12条関係）。 

(２) 多治見市幼保連携型認定こども園の設置及び管理に関する条例（令和６年条

例第２号）の一部改正〔第２条〕 

  多治見市旭ケ丘保育園の認定こども園化に伴い、多治見市旭ケ丘こども園

を追加する（第３条の表関係）。 

(３) 多治見市立幼稚園の設置及び管理に関する条例（昭和55年条例第37号）の

一部改正〔第３条〕 

多治見市立明和幼稚園の閉園に伴い、同幼稚園を削る（第２条の表関係）。 

 ３ 施行日 令和８年４月１日 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

(１) 多治見市池田保育園について 

令和７年度末に指定管理期間が終了することを機に、より長期的で安定した

保育事業の運営とするため、令和８年度から公私連携保育法人による管理に移

行する（完全民営化）。 

(２) 多治見市旭ケ丘保育園について 

令和７年度末に指定管理期間が終了することから、運営を市直営による幼保

連携型認定こども園へと移行する。 

(３) 多治見市立明和幼稚園について 

令和７年４月１日時点で園児数16人（平成27年４月１日：134人）となり園

児数の減少が著しいことから、令和７年度末に閉園する。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 多治見市保育所の設置及び管理に関する条例等の一部改正について 

[実施期間] 令和７年７月１日から同年８月１日まで 

[寄せられた意見と市の回答] 意見なし。 
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議第75号 多治見市平和太平線整備基金条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び改正内容 

本市の内環状道路網を形成する構想路線である平和太平線の整備に係る負担金

等の財源に充てるため設置する多治見市平和太平線整備基金の使途を拡大し、市

の道路事業に広く充当できるよう所要の改正を行う。 

(１) 題名を多治見市道路整備基金条例に改める（題名関係）。 

(２) 基金の充当先を平和太平線の整備に係る負担金等から都市計画道路の新設

改良事業又は市内道路の交通渋滞対策事業に係る事業費、負担金等に改める

（第１条及び第３条関係）。 

 ２ 施行日 令和７年10月１日 

【政策の背景及び提案までの経緯(議会基本条例第13条第1号関係)】 

(１) 平成27年度末に標記基金を設置し、令和４年度までに7.5億円を積み立て、

残高は755,229千円となっている（令和７年４月１日現在）。 

(２) 平和太平線については、平成28年度に市の道路網構想の見直しにおいて、

最優先整備路線に位置付け、岐阜県に対して意見交換会や早期実現に向けた要

望を実施してきた。 

(３) 平和太平線の整備は、膨大な事業費が見込まれることなどから、早期の事

業化が見込まれない状況が続いている。 

(４) 一方で、短期で効果の発現が期待できる改良事業について検討を進めてい

るほか、都市計画道路音羽小田線整備事業については、多くの事業費を要する

ことから、財政負担の平準化も考慮する必要があるところ。 

(５) また、岐阜県及び東濃５市で要望を続けている東濃西部都市間連絡道路に

ついても、これまでの要望活動の結果、整備機運が高まっており、関連する道

路事業の必要性も想定されるところ。 

(６) このため、標記基金の用途を平和太平線に限定せず、市の道路事業に広く

充当できる基金とすることとした。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案件] 多治見市平和太平線整備基金条例の一部改正について 

[実施期間] 令和７年６月30日から同年７月30日まで 

[寄せられた意見と市の回答] 意見なし。 

 

議第76号 多治見市税条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び主な改正内容 

地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７

年法律第７号。令和８年１月１日以降施行分に限る。）が施行されること等に伴

う所要の改正を行う。 

(１) 公示送達について、公示事項をインターネット上において不特定多数の者

が閲覧することができる状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載され

た書面を市の掲示場に掲示し、又は公示事項を市の事務所に設置したパソコン
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等（電子計算機の映像面に表示したもの）で閲覧できる状態に置く措置をとる

ものとする規定を整備する（第20条関係）。 

(２) 令和８年度以後の各年度分の個人市民税について、控除すべき金額に特定

親族特別控除を追加する（第36条の３関係）。 

※特定親族：納税義務者と生計を一にする年齢19歳以上23歳未満の親族（配偶者、

青色事業専従者として給与の支払いを受ける者及び白色事業専従者を除く。）

で前年の合計所得金額が123万円以下であって、控除対象扶養親族に該当しな

い者。  

※親族には、児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定により里親に養育を委

託された児童を含む。 

(３) 特定親族特別控除の創設に伴い、公的年金等受給者の個人市民税申告義務

に係る規定を整備する（第41条の２関係）。 

(４) 給与所得者の扶養親族等申告書に係る記載事項に特定親族を追加する（第

41条の３の２関係）。 

(５) 特定親族特別控除の創設に伴い、公的年金等受給者の扶養親族等申告書に

係る提出義務規定を整備する（第41条の３の３関係）。 

(６) 加熱式たばこに係る市町村たばこ税の課税標準の特例を新設する（附則第

15条の２の２関係）。 

 ２ 施行日（１の項目番号：施行日） 

(２)～(５)：令和８年１月１日 

   (６)：令和８年４月１日 

   (１)：地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１

条第12号に掲げる規定の施行の日 

 

議第77号 多治見市消防本部等設置条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び主な改正内容 

令和８年２月15日に多治見北消防署を移転整備（供用開始）することに伴い、

多治見北消防署の位置を変更する。また、多治見北消防署の位置変更後の各消防

署から救急出動した場合における現場到着に要する時間を基準として、各消防署

の管轄区域を改める。 

(１) 多治見北消防署の位置を「多治見市根本町７丁目77番地の１」に改める

（第３条の表関係）。 

(２) 各消防署の管轄区域を次のように改める（第３条の表関係）。 

名称 位置 管轄区域 

多治見南消防署 多治見市三笠町２丁目

21番地 

多治見北消防署及び多治見笠原消防署の

管轄区域を除く区域 
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多治見北消防署 多治見市根本町７丁目

77番地の１ 

赤坂町（５丁目から７丁目までに限

る。）、旭ケ丘、大沢町、大原町、大針

町、大薮町、小名田町（７丁目、大石原、

小滝及び西ケ洞に限る。）、北丘町、北小

木町、希望ケ丘、小泉町、幸町、昭栄町、

高根町、宝町（11丁目及び12丁目に限

る。）、西坂町、西山町、根本町、光ケ丘

（２丁目から４丁目までに限る。）、姫

町、平井町、松坂町、美山町及び明和町の

区域 

多治見笠原消防署 多治見市笠原町字古御

所2081番地の１ 

市之倉町（１丁目、３丁目及び４丁目に

限る。）、笠原町及び滝呂町（１丁目、

４丁目から７丁目まで及び16丁目を除

く。）の区域 

２ 施行日 令和８年２月15日 

【政策の背景及び提案までの経緯(議会基本条例第13条第1号関係)】 

(１) 多治見北消防署は昭和46年10月に建築し、53年が経過し老朽化が進んでい

ることから、公共施設適正配置計画において、建て替え方針とした。 

(２) 令和元年度に市職員で構成する多治見北消防署移転整備プロジェクトチー

ムを設置し、検討を行った。候補地５地点から、適地を３箇所選定し、市域に

対する消防署の配置バランス、現場到着時間などを基準として最終的に根本町

を選定した。 

(３) 第８次多治見市総合計画により移転整備を実施し、令和８年１月完成、同

年２月15日に供用開始することを決定した（令和７年６月30日政策会議）。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案件] 多治見市消防本部等設置条例の一部改正について 

[実施期間] 令和７年６月16日から同年７月22日まで 

[寄せられた意見と市の回答] 意見なし。 

 

議第78号 多治見市小学校及び中学校の設置等に関する条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

  学校の体育館（多目的室を除く。）及び武道場の冷暖房設備使用料の納入につ

いて、使用者の利便性向上及び施設管理・運用の効率化のために、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第231条の２の３に規定する指定納付受託者に納付の委

託（ＱＲコード決済の導入）をすることができることとする規定等の整備を行う。 

 ２ 改正内容 

(１) 使用料をあらかじめ納入することに代えて、指定納付受託者に納付の委託

をすることができる規定を設ける（第３条関係）。 

(２) 体育館（多目的室を除く。）及び武道場の冷暖房設備を使用する場合の冷

暖房設備使用料は、１時間までごとに3,500円以内で市長が定める額とする

（別表 １ 学校の施設に係る使用料関係）。 



 

11 

 

 ３ 施行日 令和７年11月１日 

 

議第79号 多治見市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正するに

ついて 

 １ 改正趣旨及び改正内容 

  企業職員の部分休業の取得パターンが多様化するため、部分休業を取得する場

合の給与の減額に関する規定中の部分休業の定義規定を明確化する。 

 (１) 職員の小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために取得できる部

分休業は、１日の勤務時間の全部若しくは一部を勤務しないことができるもの

とする（第16条関係）。 

(２) 修学部分休業及び高齢者部分休業は、１週間の勤務時間の一部を勤務しな

いことができるものとする（第16条関係）。 

 ２ 施行日 令和７年10月１日 

 

議第80号 多治見市水道事業給水条例の一部を改正するについて 

１ 改正趣旨及び改正内容 

水道施設及び管路の耐震化並びに人口減少に伴う給水収益の減少等の課題に対

し、将来にわたって安定的な水道サービスを維持するため、給水料金を20％増額改

定することに伴い、第26条第１項に定める給水料金の算定の規定を改める。 

(１) 基本料金（１の使用月につき） 

 新 旧 値上げ額 

量水器の口径 量水器１個につき 

13ミリメートル 768円 640円 128円 

20ミリメートル 1,200円 1,000円 200円 

25ミリメートル 1,680円 1,400円 280円 

30ミリメートル 2,340円 1,950円 390円 

40ミリメートル 4,500円 3,750円 750円 

50ミリメートル 7,860円 6,550円 1,310円 

75ミリメートル 15,780円 13,150円 2,630円 

100ミリメートル以上 25,980円 21,650円 4,330円 

(２) 従量料金（１の使用月につき） 

 新 旧 値上げ額 

用途別 １立方メートルにつき 

一般用 第１段 ８立方メートルま

で 

84円 70円 14円 

第２段 ９立方メートルか

ら20立方メートル

まで 

168円 140円 28円 

第３段 21立方メートルか 228円 190円 38円 
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ら50立方メートル

まで 

第４段 51立方メートル以

上 

264円 220円 44円 

特殊用 公園、公民館等で住民が無料で使

用する施設用及び公衆浴場（物価

統制令（昭和21年勅令第118号）

第４条の規定に基づき入浴料金の

統制を受けるものをいう。） 

84円 70 円 14円 

２ 施行日  令和８年２月１日 

３ 適 用  令和８年６月30日以後の納期限に係る給水料金について適用 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

 給水料金の増額改定に当たり、多治見市上下水道事業経営審議会（以下「審議

会」という。）に対し、令和７年度に諮問し、審議会において検討がされた。審

議会からの答申の要旨は次のとおり。 

(１) 物価高騰の中、施設の耐震化、更新にかかる事業費は増大する一方で、

人口減少により給水収益は減少していくことが見込まれており、将来を見据

えた経営基盤の強化が必須である。 

(２) 現行の料金体系のままでは、令和８年度に収益的収支の赤字が発生し、

令和10年度には内部留保資金が底をつく見込みであり、水道料金の改定によ

る給水収益の確保は急務である。 

(３) 南海トラフ巨大地震などの大規模災害の備えとして、水道施設及び管路

の耐震化や更新を計画的に進めていくことが不可欠であり、防災・減災対策

のためにも水道料金の増額改定は必要である。 

これらのことから、給水料金を令和８年４月から20％増額改定することについ

て、適当と認める。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 経営基盤強化に向けた水道料金の増額改定について 

[実施期間] 令和７年７月１日から同月31日まで 

[寄せられた意見と市の回答] 

 （意見の要旨） 

生活インフラである水道（施設等）を維持するために、水道料金の値上げは

やむを得ないと考えます。老朽化した施設等が破損し、長期的に使用できなく

なるということがないよう、適切な対応をお願いしたい。 

（市の回答） 

貴重なご意見ありがとうございました。 
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議第81号 令和７年度多治見市一般会計補正予算（第２号） 

議第82号 令和７年度多治見市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議第83号 令和７年度多治見市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議第84号 令和７年度多治見市水道事業会計補正予算（第１号） 

議第85号 令和７年度多治見市下水道事業会計補正予算（第２号）  
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7
,7

9
7

7
,7

9
7

1
3

総
務

費
地

域
公

共
交

通
対

策
関

係
費

①
自

動
運

転
関

係
　

△
1
0
8
,9

8
9
千

円
市

単
独

で
の

取
組

か
ら

東
濃

自
動

運
転

推
進

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
で

の
取

組
と

な
っ

た
こ

と
に

伴
い

、
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

が
事

業
者

へ
委

託
料

を
支

払
い

各
市

は
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

へ
負

担
金

を
支

払
う
こ

と
と

な
っ

た
こ

と
に

よ
る

委
託

料
の

減
額

及
び

負
担

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
△

1
1
9
,0

2
8
千

円
）
、

県
補

助
金

（
5
,0

1
9
千

円
）

②
バ

ス
チ

ケ
ッ

ト
6
5
の

利
用

見
込

み
増

に
よ

る
扶

助
費

の
増

額
　

1
0
,8

0
8

千
円

③
経

年
に

よ
り

古
虎

渓
駅

ロ
ー

タ
リ
ー

街
路

灯
に

不
具

合
が

生
じ

て
い

る
こ

と
に

伴
う
修

繕
料

等
の

増
額

　
2
,4

7
6
千

円

△
 9

5
,7

0
5

△
 1

1
4
,0

0
9

1
8
,3

0
4

1
4

総
務

費
第

１
種

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
中

長
期

在
留

者
住

居
地

届
出

等
事

務
費

委
託

金
の

歳
入

に
伴

う
財

源
更

正
1
5
4

△
 1

5
4

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
5

総
務

費
戸

籍
住

民
基

本
台

帳
関

係
事

務
費

標
準

化
に

係
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

設
定

変
更

及
び

疎
通

確
認

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
諸

収
入

（
デ

ジ
タ

ル
基

盤
改

革
支

援
補

助
金

）
3
,4

3
2

3
,4

3
2

1
6

総
務

費
中

長
期

在
留

者
住

居
地

届
出

等
事

務
費

外
国

人
の

利
便

性
向

上
等

を
目

的
と

し
て

、
在

留
カ

ー
ド

又
は

特
別

永
住

者
証

明
書

と
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

を
一

体
化

す
る

こ
と

が
可

能
と

な
り

、
一

体
化

さ
れ

た
カ

ー
ド

に
情

報
を

記
録

す
る

た
め

の
端

末
取

得
に

伴
う
備

品
購

入
費

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
支

出
金

（
委

託
金

）

1
,1

4
1

1
,1

4
1

1
7

民
生

費
老

人
福

祉
セ

ン
タ

ー
運

営
費

①
ウ

ィ
ン

ド
ウ

ズ
1
0
の

サ
ポ

ー
ト
終

了
に

係
る

P
C

の
更

新
に

伴
う
備

品
購

入
費

等
の

追
加

　
6
1
0
千

円
②

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

（
サ

ン
ホ

ー
ム

滝
呂

、
ふ

れ
あ

い
セ

ン
タ

ー
姫

）
へ

の
補

助
金

の
追

加
　

1
,8

8
5
千

円
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

2
,4

9
5

1
,8

8
5

6
1
0

1
8

民
生

費
後

期
高

齢
者

医
療

費
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

後
期

高
齢

者
医

療
療

養
給

付
費

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
財

源
更

正
9
0
,7

0
7

△
 9

0
,7

0
7

1
9

民
生

費
地

域
介

護
・
福

祉
空

間
整

備
等

施
設

整
備

事
業

費

認
知

症
高

齢
者

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
の

防
災

改
修

事
業

へ
の

補
助

金
の

追
加 ※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

7
,7

3
0

7
,7

3
0

2
0

民
生

費
介

護
保

険
料

公
費

負
担

繰
出

金

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

低
所

得
者

保
険

料
軽

減
負

担
金

の
追

加
交

付
に

伴
う
介

護
保

険
事

業
特

別
会

計
へ

の
繰

出
金

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
負

担
金

1
/
2
、

県
負

担
金

1
/
4

2
,8

1
7

2
,1

1
2

7
0
5

2
1

民
生

費
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

納
付

金
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
納

付
金

の
返

還
に

伴
う
財

源
更

正
1
,6

5
5

△
 1

,6
5
5

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
2

民
生

費
子

ど
も

医
療

給
付

事
業

費
（
市

単
）

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
3
,8

9
1

△
 3

,8
9
1

2
3

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
福

祉
医

療
）

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

県
支

出
金

の
返

還
に

伴
う
償

還
金

の
追

加
3
8
,6

7
1

3
8
,6

7
1

2
4

民
生

費
総

合
福

祉
セ

ン
タ

ー
管

理
費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

へ
の

補
助

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
2
,4

2
8

2
,4

2
8

2
5

民
生

費
か

さ
は

ら
福

祉
セ

ン
タ

ー
管

理
費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

へ
の

補
助

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
1
,3

4
6

1
,3

4
6

2
6

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
障

害
者

自
立

支
援

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
4
,0

0
1

5
4
,0

0
1

2
7

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
障

害
者

自
立

支
援

医
療

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
3
,0

4
0

1
3
,0

4
0

2
8

民
生

費
要

電
源

児
者

非
常

用
電

源
整

備
事

業
費

非
常

用
電

源
装

置
の

購
入

費
助

成
の

見
込

み
増

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
※

　
財

源
：
県

補
助

金
4
2
0

2
1
0

2
1
0

2
9

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

事
業

費
）

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
4
2

5
4
2

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
0

民
生

費
児

童
手

当
給

付
費

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
精

算
に

伴
う
財

源
更

正
4
,2

6
0

△
 4

,2
6
0

3
1

民
生

費
子

育
て

支
援

短
期

利
用

事
業

費
子

育
て

支
援

短
期

利
用

事
業

に
つ

い
て

、
利

用
者

見
込

み
増

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

1
/
3
、

県
補

助
金

1
/
3

2
2
7

1
5
0

7
7

3
2

民
生

費
障

害
児

福
祉

手
当

給
付

費
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

特
別

障
害

者
等

給
付

費
国

庫
負

担
金

の
精

算
に

伴
う
財

源
更

正
9
6

△
 9

6

3
3

民
生

費
障

害
児

通
所

支
援

事
業

費
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
精

算
に

伴
う
財

源
更

正
※

　
財

源
：
国

1
/
2
、

県
1
/
4

7
,1

7
1

△
 7

,1
7
1

3
4

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
入

所
施

設
措

置
費

等
負

担
金

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
9
9
3

9
9
3

3
5

民
生

費
地

域
子

育
て

支
援

拠
点

事
業

費
池

田
地

域
子

育
て

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

に
つ

い
て

、
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

交
付

金
の

交
付

要
綱

改
定

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

1
/
3
、

県
補

助
金

1
/
3

3
0
9

2
0
6

1
0
3

3
6

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
手

当
給

付
費

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
4

3
4

3
7

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
扶

養
手

当
給

付
費

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
,5

6
2

1
,5

6
2

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
8

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
子

ど
も

・
子

育
て

交
付

金
）

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
4
,5

2
0

1
4
,5

2
0

3
9

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
4
,6

0
8

4
,6

0
8

4
0

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
母

子
家

庭
等

対
策

補
助

金
）

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
2
8

5
2
8

4
1

民
生

費
保

育
所

管
理

費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

（
池

田
保

育
園

、
旭

ケ
丘

保
育

園
）

へ
の

補
助

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

1
,4

8
8

1
,4

8
8

4
2

民
生

費
私

立
保

育
所

児
童

運
営

費
新

た
に

小
規

模
保

育
事

業
所

（
2
園

）
が

開
園

す
る

こ
と

に
伴

う
負

担
金

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
負

担
金

1
/
2
、

県
負

担
金

1
/
4

5
0
,0

5
3

3
7
,5

3
9

1
2
,5

1
4

4
3

民
生

費
私

立
保

育
所

経
営

改
善

等
助

成
費

私
立

保
育

園
の

保
育

環
境

改
善

等
事

業
に

係
る

補
助

金
の

増
額

※
　

財
源

：
県

補
助

金
4
,9

6
2

3
,3

0
8

1
,6

5
4

4
4

民
生

費
第

２
子

保
育

料
無

償
化

事
業

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
5
,0

7
2

△
 5

,0
7
2

4
5

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
保

育
）

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
2
7
,1

7
0

2
7
,1

7
0

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

4
6

民
生

費
母

子
・
父

子
家

庭
自

立
支

援
給

付
金

高
等

職
業

訓
練

促
進

給
付

金
に

つ
い

て
、

申
請

者
見

込
み

増
に

伴
う
扶

助
費

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

3
/
4

2
,6

4
0

1
,9

8
0

6
6
0

4
7

民
生

費
児

童
館

管
理

運
営

費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

（
児

童
館

・
児

童
セ

ン
タ

ー
）
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

5
3
0

5
3
0

4
8

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
保

護
扶

助
費

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
6
,7

2
8

6
,7

2
8

4
9

衛
生

費
健

康
づ

く
り

推
進

事
業

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
3
9
9

△
 3

9
9

5
0

衛
生

費
休

日
・
夜

間
在

宅
当

番
医

制
運

営
費

補
助

事
業

費
市

民
病

院
に

お
け

る
年

末
年

始
の

診
療

体
制

に
つ

い
て

、
多

治
見

市
医

師
会

所
属

の
医

師
も

含
め

た
体

制
と

す
る

こ
と

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
4
5
0

4
5
0

5
1

衛
生

費
未

熟
児

養
育

医
療

給
付

費
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
精

算
に

伴
う
財

源
更

正
※

　
財

源
：
国

1
/
2
、

県
1
/
4

2
9
4

△
 2

9
4

5
2

衛
生

費
過

年
度

返
還

金
（
疾

病
予

防
対

策
事

業
費

補
助

金
）

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
4
6

3
4
6

5
3

衛
生

費
過

年
度

返
還

金
（
予

防
接

種
費

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
8
9
8

8
9
8

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

5
4

衛
生

費
過

年
度

返
還

金
（
新

型
コ

ロ
ナ

ワ
ク

チ
ン

接
種

事
業

費
）

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
,1

6
0

3
,1

6
0

5
5

衛
生

費
火

葬
場

管
理

費
物

価
高

騰
対

策
に

係
る

指
定

管
理

者
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
1
1
9

1
1
9

5
6

衛
生

費
面

的
評

価
関

係
事

務
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
6
9
0

△
 6

9
0

5
7

衛
生

費
病

院
事

業
会

計
補

助
金

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
7
8
2

△
 7

8
2

5
8

衛
生

費
焼

却
施

設
等

運
営

費
下

水
汚

泥
の

肥
料

化
推

進
に

係
る

下
水

道
事

業
会

計
か

ら
の

処
分

負
担

金
の

減
に

伴
う
財

源
更

正
△

 9
,6

9
0

9
,6

9
0

5
9

農
林

水
産

業
費

農
業

再
生

協
議

会
推

進
費

地
域

農
業

情
報

活
用

支
援

シ
ス

テ
ム

に
係

る
ウ

ィ
ン

ド
ウ

ズ
1
0
の

サ
ポ

ー
ト

終
了

に
伴

い
、

グ
ル

ー
プ

ウ
ェ

ア
用

の
P
C

を
利

用
す

る
こ

と
に

よ
る

初
回

の
接

続
に

必
要

な
使

用
料

等
の

追
加

7
9

7
9

6
0

農
林

水
産

業
費

農
用

施
設

維
持

管
理

費
笠

原
川

か
ら

の
取

水
用

水
路

の
浚

渫
に

伴
う
工

事
費

の
増

額
※

　
財

源
：
地

方
債

（
緊

急
浚

渫
推

進
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

率
7
0
％

）
）

3
,5

0
0

3
,5

0
0

6
1

商
工

費
文

化
工

房
運

営
事

業
関

係
費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

へ
の

補
助

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
1
6
2

1
6
2

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

6
2

商
工

費
企

業
誘

致
事

業
費

新
た

な
テ

ク
ノ

パ
ー

ク
候

補
地

造
成

に
か

か
る

基
本

調
査

を
行

う
こ

と
に

伴
う
委

託
料

の
追

加
※

　
財

源
：
県

補
助

金
4
,8

3
1

2
,4

1
5

2
,4

1
6

6
3

商
工

費
陶

産
地

地
場

産
業

販
路

拡
張

対
策

費

①
Ｍ

ＩＮ
Ｏ

サ
ス

テ
ナ

ブ
ル

セ
ラ

ミ
ッ

ク
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
　

5
8
0
千

円
環

境
省

や
経

産
省

、
大

手
企

業
と

の
調

整
及

び
キ

ッ
ク

オ
フ

イ
ベ

ン
ト
等

の
実

施
に

伴
う
旅

費
の

追
加

②
セ

ラ
ミ
ッ

ク
バ

レ
ー

協
議

会
負

担
金

　
5
,0

0
0
千

円
令

和
６
年

度
採

納
し

た
寄

附
金

を
原

資
と

し
、

美
濃

焼
振

興
事

業
に

係
る

負
担

金
の

増
額

※
　

財
源

：
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

5
,5

8
0

5
,5

8
0

6
4

商
工

費
美

濃
焼

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

管
理

運
営

事
業

費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

（
美

濃
焼

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

）
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

1
,1

2
7

1
,1

2
7

6
5

商
工

費
観

光
宣

伝
事

務
費

錦
町

１
丁

目
交

差
点

陶
製

オ
ブ

ジ
ェ

の
３
箇

所
４
片

の
破

損
が

確
認

さ
れ

た
こ

と
に

伴
う
修

繕
料

の
増

額
1
7
1

1
7
1

6
6

商
工

費
全

市
的

催
事

助
成

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
4
2
1

△
 4

2
1

6
7

商
工

費
モ

ザ
イ

ク
タ

イ
ル

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

管
理

運
営

費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

へ
の

補
助

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
1
,3

3
4

1
,3

3
4

6
8

商
工

費
ロ

ケ
ツ

ー
リ
ズ

ム
推

進
事

業
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
1
3
4

△
 1

3
4

番 号
款

事
業

名
事

業
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容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

6
9

商
工

費
意

匠
研

究
所

管
理

運
営

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
△

 5
,0

0
0

5
,0

0
0

7
0

商
工

費
意

匠
研

究
所

調
査

研
究

費
景

徳
鎮

市
か

ら
招

待
を

受
け

、
「
2
0
2
5
中

国
景

徳
鎮

国
際

陶
磁

器
博

覧
会

」
に

出
席

す
る

こ
と

に
伴

う
旅

費
等

の
増

額
6
4
0

6
4
0

7
1

商
工

費
地

場
産

業
技

術
開

発
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
1
,3

7
0

△
 1

,3
7
0

7
2

商
工

費
産

業
文

化
セ

ン
タ

ー
管

理
費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

へ
の

補
助

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
5
,1

2
2

5
,1

2
2

7
3

土
木

費
道

路
橋

り
ょ

う
維

持
費

市
内

道
路

修
繕

の
増

等
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
5
,0

0
0

5
,0

0
0

7
4

土
木

費
橋

り
ょ

う
長

寿
命

化
事

業
費

国
庫

補
助

金
の

交
付

額
決

定
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
減

額
財

源
：
　

国
庫

補
助

金
、

地
方

債
△

 5
3
,1

2
8

△
 3

0
,1

1
8

△
 2

2
,2

0
0

△
 8

1
0

7
5

土
木

費
道

路
施

設
点

検
事

業
費

国
庫

補
助

金
の

交
付

額
決

定
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

2
,5

2
7

6
,0

8
3

△
 3

,5
5
6

7
6

土
木

費
道

路
改

良
事

業
費

（
単

独
）

市
道

舗
装

・
側

溝
改

良
箇

所
の

増
等

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
財

源
：
地

方
債

（
緊

急
自

然
災

害
防

止
対

策
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

率
7
0
％

）
）

9
6
,7

0
0

9
6
,7

0
0

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

7
7

土
木

費
河

川
維

持
費

早
急

に
修

繕
す

べ
き

護
岸

の
補

修
等

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
財

源
：
地

方
債

（
緊

急
自

然
災

害
防

止
対

策
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

率
7
0
％

）
）

2
0
,7

4
4

6
,0

0
0

1
4
,7

4
4

7
8

土
木

費
浸

水
対

策
事

業
費

浸
水

対
策

の
た

め
の

笠
原

地
区

に
お

い
て

の
排

水
路

整
備

工
事

に
つ

い
て

、
施

工
時

期
平

準
化

の
た

め
、

次
年

度
整

備
予

定
を

前
倒

し
す

る
こ

と
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
3
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

7
9

消
防

費
応

急
手

当
普

及
関

係
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
9
6
6

△
 9

6
6

8
0

教
育

費
土

曜
学

習
講

座
実

施
事

業
費

寄
附

採
納

予
定

に
よ

り
、

土
曜

学
習

講
座

の
拡

充
実

施
に

伴
う
使

用
料

及
び

賃
借

料
等

の
増

額
5
0
0

5
0
0

8
1

教
育

費
小

学
校

管
理

費

①
小

泉
小

学
校

体
育

館
空

調
運

用
開

始
に

伴
う
燃

料
費

等
の

増
額

1
,4

0
1
千

円
※

　
財

源
：
学

校
開

放
使

用
料

②
寄

附
金

採
納

に
係

る
図

書
購

入
に

伴
う
備

品
購

入
費

の
増

額
　

1
0
0
千

円 ③
寄

附
金

採
納

に
係

る
物

置
設

置
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
　

2
5
0
千

円

1
,7

5
1

4
4
5

1
,3

0
6

8
2

教
育

費
小

学
校

ＩＣ
Ｔ

整
備

事
業

費
デ

ジ
タ

ル
活

用
推

進
事

業
債

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
※

　
充

当
率

9
0
％

、
交

付
税

措
置

率
5
0
％

1
8
,6

0
0

△
 1

8
,6

0
0

8
3

教
育

費
要

保
護

児
童

等
就

学
援

助
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
1
,5

2
0

△
 1

,5
2
0

8
4

教
育

費
小

学
校

施
設

改
良

事
業

費
地

方
債

メ
ニ

ュ
ー

変
更

に
よ

る
地

方
債

の
増

額
に

伴
う
財

源
更

正
※

　
財

源
：
公

共
施

設
等

適
正

管
理

推
進

事
業

債
（
長

寿
命

化
）
（
充

当
率

9
0
％

、
交

付
税

措
置

率
3
0
％

）
、

修
繕

引
当

基
金

繰
入

金
4
,6

0
0

△
 4

,6
0
0

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳



 

26 

 

  

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

8
5

教
育

費
小

学
校

施
設

改
良

事
業

費
配

膳
室

搬
入

口
と

職
員

室
と

の
連

絡
用

イ
ン

タ
ー

ホ
ン

が
未

設
置

の
４
校

（
小

泉
、

市
之

倉
、

根
本

、
脇

之
島

）
に

新
た

に
イ

ン
タ

ー
ホ

ン
を

設
置

す
る

こ
と

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
追

加
1
,8

0
4

1
,8

0
4

8
6

教
育

費
中

学
校

管
理

費
陶

都
中

学
校

体
育

館
空

調
運

用
開

始
に

伴
う
燃

料
費

等
の

増
額

※
　

財
源

：
学

校
開

放
使

用
料

2
,4

2
1

7
3

2
,3

4
8

8
7

教
育

費
中

学
校

ＩＣ
Ｔ

整
備

事
業

費
デ

ジ
タ

ル
活

用
推

進
事

業
債

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
※

　
充

当
率

9
0
％

、
交

付
税

措
置

率
5
0
％

1
2
,0

0
0

△
 1

2
,0

0
0

8
8

教
育

費
要

保
護

生
徒

等
就

学
援

助
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
1
,5

2
0

△
 1

,5
2
0

8
9

教
育

費
中

学
校

施
設

改
良

事
業

費
地

方
債

メ
ニ

ュ
ー

変
更

に
よ

る
地

方
債

の
増

額
に

伴
う
財

源
更

正
※

　
財

源
：
公

共
施

設
等

適
正

管
理

推
進

事
業

債
（
長

寿
命

化
）
（
充

当
率

9
0
％

、
交

付
税

措
置

率
3
0
％

）
、

修
繕

引
当

基
金

繰
入

金
1
1
,0

0
0

△
 1

1
,0

0
0

9
0

教
育

費
中

学
校

施
設

改
良

事
業

費
配

膳
室

搬
入

口
と

職
員

室
と

の
連

絡
用

イ
ン

タ
ー

ホ
ン

が
未

設
置

の
４
校

（
陶

都
、

北
陵

、
南

ケ
丘

、
小

泉
）
に

新
た

に
イ

ン
タ

ー
ホ

ン
を

設
置

す
る

こ
と

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
追

加
1
,8

0
4

1
,8

0
4

9
1

教
育

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

）
令

和
６
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
2
9
,4

3
8

2
9
,4

3
8

9
2

教
育

費
公

民
館

管
理

運
営

費
物

価
高

騰
対

策
に

係
る

指
定

管
理

者
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
6
,7

1
0

5
,5

9
0

1
,1

2
0

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

9
3

教
育

費
笠

原
中

央
公

民
館

管
理

費
物

価
高

騰
対

策
に

係
る

指
定

管
理

者
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
3
,6

1
3

3
,6

1
3

9
4

教
育

費
学

習
館

管
理

費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

（
図

書
館

本
館

、
市

民
活

動
交

流
支

援
セ

ン
タ

ー
を

含
む

）
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

6
,1

4
5

6
,1

4
5

9
5

教
育

費
図

書
館

管
理

運
営

費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

（
子

ど
も

情
報

セ
ン

タ
ー

）
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

1
3
7

1
3
7

9
6

教
育

費
学

校
開

放
関

係
費

学
校

体
育

館
等

空
調

使
用

料
に

係
る

Ｑ
Ｒ

決
済

に
伴

う
手

数
料

の
追

加
3

3

9
7

教
育

費
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
普

及
活

動
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
6
0
5

△
 6

0
5

9
8

教
育

費
体

育
施

設
管

理
費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
指

定
管

理
者

へ
の

補
助

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
1
,1

2
7

1
,1

2
7

9
9

教
育

費
体

育
館

管
理

費
物

価
高

騰
対

策
に

係
る

指
定

管
理

者
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
1
,1

0
7

1
,1

0
7

1
0
0

教
育

費
学

校
給

食
管

理
運

営
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
8
,0

0
0

△
 8

,0
0
0

番 号
款

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
0
1

教
育

費
旧

調
理

場
施

設
関

係
費

令
和

６
年

８
月

に
財

産
売

買
契

約
を

締
結

し
た

旧
食

器
洗

浄
セ

ン
タ

ー
に

つ
い

て
、

除
害

施
設

内
に

汚
泥

の
残

置
が

確
認

さ
れ

た
こ

と
を

受
け

、
契

約
書

の
規

定
（
契

約
外

の
事

項
）
に

基
づ

く
協

議
を

行
い

、
汚

泥
処

理
費

用
の

一
部

を
市

が
負

担
す

る
こ

と
に

伴
う
負

担
金

の
追

加

1
1
,8

9
7

1
1
,8

9
7

3
7
7
,5

2
5

△
 2

8
,4

0
1

1
3
0
,2

0
0

1
0
9
,1

6
5

1
6
6
,5

6
1

番 号

合
　

　
　

　
　

計
　

（
補

正
額

総
額

）

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳
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令

和
７

年
度

　
　

　
一

 般
 会

 計
 税

 等
 内

 訳
 一

 覧
 表

  
  

  
  

　

（
 補

 正
 第

 ２
号

 ）

金
額

１
市

税

２
地

方
譲

与
税

自
動

車
重

量
譲

与
税

地
方

揮
発

油
譲

与
税

３
利

子
割

交
付

金

４
配

当
割

交
付

金

５
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

６
法

人
事

業
税

交
付

金

７
地

方
消

費
税

交
付

金

８
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付

金

９
環

境
性

能
割

交
付

金

10
国

有
提

供
施

設
等

所
在

市
町

村
助

成
交

付
金

11
地

方
特

例
交

付
金

12
地

方
交

付
税

普
通

交
付

税

特
別

交
付

税

13
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

20
繰

入
金

財
政

調
整

基
金

繰
入

金

（
う

ち
可

処
分

）

（
う

ち
災

害
留

保
分

）

21
繰

越
金

1
6
6,

5
6
1

22
諸

収
入

市
預

金
利

子

23
市

債
臨

時
財

政
対

策
債

 
そ

の
他

一
般

財
源

1
6
6,

5
6
1

（
単

位
：
千

円
）

内
容

合
計



 

30 

 

  

（
継

続
費

）
（
 単

位
：
千

円
 ）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

7
3
,3

0
0

3
,3

0
0

8
6
,6

0
0

6
,6

0
0

計
9
,9

0
0

9
,9

0
0

（
 単

位
：
千

円
 ）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

6
1
2
,1

1
0

1
2
,1

1
0

7
1
1
,9

0
6

1
1
,9

0
6

8
1
2
,2

4
6

1
2
,2

4
6

計
3
6
,2

6
2

3
6
,2

6
2

6
1
2
,1

1
0

1
2
,1

1
0

7
1
4
,0

1
2

1
4
,0

1
2

8
1
4
,0

0
9

1
4
,0

0
9

計
4
0
,1

3
1

4
0
,1

3
1

9
,9

0
0

年
度

年
割

額

令
  

和
  

７
  

年
  

度
　

　
　

一
　

般
　

会
　

計
　

予
　

算
　

（
　

補
　

正
　

第
　

２
　

号
　

）
　

の
　

主
　

要
　

内
　

容

項
目

総
額

年
度

年
割

額
財

源
内

訳
番

号
事

業
名

継
続

費
の

追
加

項
目

番
号1

新
本

庁
舎

等
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

設
計

業
務

総
額

変
更

前

4
0
,1

3
1

事
業

名

変
更

後

笠
原

中
学

校
跡

地
活

用
準

備
事

業

財
源

内
訳

継
続

費
の

変
更

1

3
6
,2

6
2
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（
繰

越
明

許
費

）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
8
,6

0
0

3
,1

9
4

2
9
,6

0
0

3
1
2
,0

0
0

4
6
,6

0
0

5
7
,2

0
0

6
7
,8

0
0

7
3
0
,0

0
0

（
債

務
負

担
行

為
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
令

和
８
年

度
3
3
,8

5
0

2
令

和
８
年

度
か

ら
令

和
1
0
年

度
ま

で
7
7
,1

3
6

3
令

和
８
年

度
限

度
額

の
3
/
4

限
度

額
の

1
/
4

4
令

和
８
年

度
4
2
,3

8
3

5
令

和
８
年

度
4
5
,0

0
0

5
,0

0
0

6
令

和
８
年

度
か

ら
令

和
1
0
年

度
ま

で
2
,5

2
0

財
源

内
訳

7
,2

0
0

番
号

事
　

　
　

　
　

　
　

業
　

　
　

　
　

　
　

　
名

金
　

　
額

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
舗

装
整

備
工

事
（
根

本
町

３
）
）

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
側

溝
整

備
工

事
（
旭

ケ
丘

1
0
）
）

項
目

自
動

車
購

入
費

（
3
.5

tパ
ッ

カ
ー

車
購

入
事

業
）

繰
越

明
許

費
の

追
加

浸
水

対
策

事
業

費
（
浸

水
対

策
工

事
（
笠

原
町

）
）

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
側

溝
整

備
工

事
（
笠

原
町

）
）

5
0
,0

0
0

7
,8

0
0

3
0
,0

0
0

9
,6

0
0

6
,6

0
0

1
1
,7

9
4

1
2
,0

0
0

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
側

溝
整

備
工

事
（
大

畑
町

大
洞

）
）

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
側

溝
整

備
工

事
（
大

針
町

）
）

債
務

負
担

行
為

の
追

加

項
目

番
号

１
泊

当
た

り
の

加
算

額
1
5
,0

0
0
円

財
源

内
訳

か
さ

は
ら

福
祉

セ
ン

タ
ー

指
定

管
理

委
託

7
7
,1

3
6

（
 単

位
：
千

円
 ）

（
 単

位
：
千

円
 ）

産
後

ケ
ア

事
業

業
務

委
託

（
市

民
病

院
分

・
加

算
額

増
額

）

高
校

生
奨

学
資

金
給

費
（
令

和
８
年

度
入

学
者

分
）

3
3
,8

5
0

2
,5

2
0

市
民

の
里

譲
渡

関
係

事
業

期
間

限
度

額
事

項

音
羽

小
田

線
道

路
詳

細
設

計
業

務
委

託
4
2
,3

8
3

喜
多

緑
地

遊
具

整
備

工
事
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特
別

会
計

の
主

な
事

業
内

容

議
 第

 8
2
 号

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
繰

越
金

1
特

定
健

康
診

査
・
保

健
指

導
負

担
金

返
還

金
令

和
６

年
度

決
算

に
よ

る
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
,3

2
2

2
国

民
健

康
保

険
保

険
給

付
費

等
交

付
金

返
還

金
令

和
６

年
度

決
算

に
よ

る
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
0
,0

0
7

3
社

会
保

障
・
税

番
号

制
度

シ
ス

テ
ム

整
備

費
等

補
助

金
返

還
金

令
和

６
年

度
決

算
に

よ
る

県
支

出
金

の
返

還
に

伴
う

償
還

金
の

追
加
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議第86号 物品供給契約の締結について 

  １ 契約の目的  基幹系接続パソコン等購入 

  ２ 契約の方法  事後審査型制限付き一般競争入札 

  ３ 契約金額   一金 10,953,800円 

  ４ 契約の相手方 愛知県名古屋市中区丸の内３丁目23番20号 

            株式会社大塚商会 中部支社 

             支社長 上村 親志 

【参考】 

  入札の執行状況： 

   ・応札者数 ２者 

   ・落札率（落札金額／予定価格） 30.97％ 

   ・入札日 令和７年７月16日 

  事業概要： 

   １ 事業内容 

住民・税情報等の基幹系ネットワークに接続して利用するパーソナルコ

ンピューター及び液晶ディスプレイ等附属品一式を購入するもの。 

なお、本事業では物件の納入のみを行うものとし、納入物件の設置・設

定などの作業については、本事業の対象外。 

２ 購入物件：デスクトップパソコン一式 110台 

３ 履行期間：契約日～令和７年11月28日 仮契約日：令和７年７月22日 

 

議第87号 物品供給契約の締結について 

  １ 契約の目的  ききょうバス中心市街地線バス車両購入 

  ２ 契約の方法  指名競争入札 

  ３ 契約金額   一金 24,327,999円 

  ４ 契約の相手方 多治見市東町１丁目21番地 

            東濃自動車工業株式会社 

             代表取締役 古田 祐嗣 

【参考】 

  入札の執行状況： 

   ・応札者数 ３者 

   ・落札率（落札金額／予定価格） 92.99％ 

   ・入札日 令和７年７月９日 

  事業概要： 

   １ 事業内容 

現在、市が運行しているききょうバス中心市街地線坂上ルートに使用し

ている車両が、使用開始から７年が経過し、老朽化したため購入するもの。 

２ 購入物件：ききょうバス中心市街地線バス車両（日野自動車ポンチョ） 

１台 

３ 履行期間：契約日～令和８年３月31日 仮契約日：令和７年７月14日 
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議第88号 物品供給契約の締結について 

  １ 契約の目的  笠原小中学校教材用備品購入 

  ２ 契約の方法  指名競争入札 

  ３ 契約金額   一金 68,090,000円 

  ４ 契約の相手方 多治見市青木町22番地の１ 

            有限会社佐藤教栄図書店 

             代表取締役 佐藤 雅孝 

【参考】 

  入札の執行状況： 

   ・応札者数 ４者 

   ・落札率（落札金額／予定価格） 88.82％ 

   ・入札日 令和７年８月６日 

  事業概要： 

   １ 事業内容 

令和８年４月に開校する笠原小中学校の授業等で使用する備品を購入す

るもの。 

２ 購入物件：顕微鏡、とび箱、電子オルガン他536件 

３ 履行期間：契約日～令和８年３月19日 仮契約日：令和７年８月13日 

 

議第89号 財産の無償譲渡について 

多治見市三の倉市民の里の建物を一般社団法人フォーレサンノクラ（多治見市三

の倉町猪場252番地）に無償譲渡することとする。 

 

議第90号 財産の無償貸付けについて 

次の土地の無償貸付けを行うものとする。 

１ 所在地  多治見市三の倉町猪場37番の一部 他38筆 

２ 面 積  157,524平方メートル 

３ 相手方  多治見市三の倉町猪場252番地 

一般社団法人フォーレサンノクラ 

代表理事 山田 輝幸 

４ 理 由  令和７年度末で廃止する多治見市三の倉市民の里の土地を相手方に

無償譲渡する方針であるが、無償譲渡するために土地の分筆登記が

必要であるため、分筆登記が完了するまで当該土地の無償貸付けを

する。 

５ 貸付期間 令和８年４月１日から令和10年３月31日まで 
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【位置図】 

 

 

議第91号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市総合福祉センター 

        多治見市サンホーム滝呂 

        多治見市ふれあいセンター姫 

２ 指定管理者の名称等 多治見市太平町２丁目39番地の１ 

社会福祉法人多治見市社会福祉協議会 

会長 渡邉 哲郎 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 社会福祉法人多治見市社会福祉協議会 

現在の指定管理者 社会福祉法人多治見市社会福祉協議会 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案内容全体について 25 23.7 
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２．提案内容について 35 30.9 

３．収支予算書について 15 13.5 

４．団体について 25 24.1 

評価合計点 
100 

92 

（少数点以下四

捨五入） 

最低基準点 60点 

非公募理由 

次の理由により非公募とした（多治見市公の施設に係る指定管理

者の指定手続等に関する条例施行規則（平成16年規則第62号）第２

条第３項第５号に該当）。 

(１) 現在の指定管理者の管理状況が極めて良好である。 

ア 多治見市総合福祉センター 

   令和３年度 84点 良好 

   令和４年度 86点 極めて良好 

   令和５年度 86点 極めて良好 

 イ 多治見市サンホーム滝呂 

   令和３年度 85点 極めて良好 

   令和４年度 88点 極めて良好 

   令和５年度 88点 極めて良好 

 ウ 多治見市ふれあいセンター姫 

   令和３年度 84点 良好 

   令和４年度 86点 極めて良好 

   令和５年度 87点 極めて良好 

(２) 引き続き同一の指定管理者を指定することにより、これまで

の施設運営のノウハウを生かし、サービスの向上に寄与すると認

められる。 

(３) 当該事由による選定は、１回目である。 

指定管理料 

提案額（税込） 

（千円未満切上） 

954,820千円 

多治見市総合福祉センター   547,075千円 

多治見市サンホーム滝呂    202,840千円 

多治見市ふれあいセンター姫  204,905千円 

債務負担額 

954,820千円 

多治見市総合福祉センター   547,075千円 

多治見市サンホーム滝呂    202,840千円 

多治見市ふれあいセンター姫  204,905千円 

 

議第92号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市児童発達支援センター 
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２ 指定管理者の名称等 多治見市太平町２丁目39番地の１ 

社会福祉法人多治見市社会福祉協議会 

会長 渡邉 哲郎 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 社会福祉法人多治見市社会福祉協議会 

現在の指定管理者 社会福祉法人多治見市社会福祉協議会 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案書全般 20 18.2 

２．提案内容 60 53.7 

３．収支計画 ５ 4.8 

４．組織 15 14.1 

評価合計点 
100 90.8 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 

提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

基本委託料（735,628千円）に、国

が定める単位数に基づき毎月算定

される報酬のうち、処遇改善加

算、処遇改善特定加算及びベース

アップ等加算を加えた額 

基本委託料（735,630千円）に、

国が定める単位数に基づき毎月

算定される報酬のうち、処遇改

善加算、処遇改善特定加算及び

ベースアップ等加算を加えた額 

 

議第93号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市共栄児童館 

多治見市旭ケ丘児童センター 

２ 指定管理者の名称等 東京都港区三田３丁目５番19号住友不動産東京三田ガーデン

タワー３階 

株式会社明日葉 

代表取締役 大隈 太嘉志 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 株式会社明日葉 

現在の指定管理者 社会福祉法人多治見市社会福祉協議会 

評価 

評価項目 配点 得点 
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１．管理運営方針について 10 8.8 

２．施設運営について 10 8.2 

３．事業内容について 50 42.8 

４．収支予算書について 10 8.0 

５．指定管理者候補団体について 20 16.3 

評価合計点 
100 84.1 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 Ａ団体 83.5 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

117,867千円 117,940千円 

 

議第94号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市中央児童館 

多治見市市之倉児童センター 

多治見市脇之島児童センター 

２ 指定管理者の名称等 東京都豊島区東池袋１－44－３池袋ＩＳＰタマビル 

労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団 

代表理事 藤田 徹 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団 

現在の指定管理者 労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．管理運営方針について 10 8.8 

２．施設運営について 10 8.7 

３．事業内容について 50 43.0 

４．収支予算書について 10 7.8 

５．指定管理者候補団体について 20 16.2 

評価合計点 
100 84.5 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

177,385千円 177,385千円 

 

議第95号 指定管理者の指定について 
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 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市小泉交流センター 

２ 指定管理者の名称等 東京都豊島区東池袋１－44－３池袋ＩＳＰタマビル 

労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団 

代表理事 藤田 徹 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団 

現在の指定管理者 労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．管理運営方針について 10 8.4 

２．施設運営について 10 8.6 

３．事業内容について 50 42.4 

４．収支予算書について 10 7.8 

５．指定管理者候補団体について 20 16.0 

６．複合施設について 20 16.9 

評価合計点 
120 100.1 

最低基準点 72点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

80,310千円 80,310千円 

 

議第96号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市産業文化センター 

２ 指定管理者の名称等 愛知県名古屋市中区栄２丁目13番１号 

株式会社ビーウェル 

代表取締役 稲葉 泰秀 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 株式会社ビーウェル 

現在の指定管理者 株式会社ビーウェル 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案について 25 19.0 

２．施設管理について 35 26.0 
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３．収支計画について 25 17.0 

４．申請団体について 15 12.0 

評価合計点 
100 74.0 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

400,000千円 400,120千円 

 

議第97号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市美濃焼ミュージアム 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案について 15 15.0 

２．提案の内容について 45 40.0 

３．収支計画について 15 13.0 

４．申請団体について 25 22.0 

評価合計点 
100 90.0 

最低基準点 60点 

非公募理由 

次の理由により非公募とした（多治見市公の施設に係る指定管

理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成16年規則第62号）

第２条第３項第５号に該当）。 

(１) 現在の指定管理者の管理状況が極めて良好である。 

令和３年度評価 88点 極めて良好 

令和４年度評価 89点 極めて良好 

令和５年度評価 85点 極めて良好 

(２) 引き続き同一の指定管理者を指定することにより、これま

での施設運営のノウハウを生かし、サービスの向上に寄与する

と認められる。 

(３) 非公募による選定は、２回目である。 

指定管理料 提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 
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178,870千円 178,870千円 

 

議第98号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市モザイクタイルミュージアム 

２ 指定管理者の名称等 多治見市笠原町2082番地の５ 

一般財団法人たじみ・笠原タイル館 

代表理事 虎澤 範宜 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 一般財団法人たじみ・笠原タイル館 

現在の指定管理者 一般財団法人たじみ・笠原タイル館 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．管理運営の基本方針 20 16.5 

２．収支計画について 10 8.0 

３．業務に関する提案 65 53.5 

４．団体の安定性について ５ 3.5 

５．指定管理者からの提案事項（加点） 10 2.0 

評価合計点 
110 83.5 

最低基準点 60点 

非公募理由 

①施設の管理に専門的かつ高度な技術等を要する場合において、

専門的かつ高度な技術等を持つ団体を指定することにより、当

該施設の有効な管理が図られると認められるため（多治見市公

の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則(平

成16年規則第62号)第２条第３項第３号に該当）。 

②市の出資している団体その他の団体に管理を行わせることが市

の政策目的に合致し、かつ、施設の設置目的を十分に達成する

ことができると認められるため（多治見市公の施設に係る指定

管理者の指定手続等に関する条例施行規則第２条第３項第６号

に該当）。 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

284,940千円 284,940千円 

 

議第99号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市文化工房 

２ 指定管理者の名称等 多治見市本町６丁目10番地の２ 
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株式会社共栄電気炉製作所 

代表取締役 牛田 拓造 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 株式会社共栄電気炉製作所 

現在の指定管理者 株式会社共栄電気炉製作所 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案について 40 37.0 

２．施設管理について 15 11.0 

３．収支計画について 15 10.0 

４．申請団体について 30 27.0 

評価合計点 
100 85.0 

最低基準点 60点 

非公募理由 

次の理由により非公募とした（多治見市公の施設に係る指定管

理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成16年規則第62号）

第２条第３項第５号に該当）。 

(１) 現在の指定管理者の管理状況が極めて良好である。 

令和３年度評価 88点 極めて良好 

令和４年度評価 88点 極めて良好 

令和５年度評価 89点 極めて良好 

(２) 引き続き同一の指定管理者を指定することにより、これま

での施設運営のノウハウを生かし、サービスの向上に寄与する

と認められる。 

(３) 非公募による選定は、２回目である。 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

139,285千円 139,285千円 

 

議第100号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市駅北立体駐車場 

多治見市駅南ロータリー駐車場 

多治見市駅北ロータリー駐車場 

多治見市駅東原動機付自転車駐車場 

２ 指定管理者の名称等 多治見市本町３丁目25番地 

一般社団法人多治見市観光協会 

理事長 松島 祥久 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和11年３月31日まで（３年間） 
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選定結果 

候補団体 一般社団法人多治見市観光協会 

現在の指定管理者 一般社団法人多治見市観光協会 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案内容の妥当性について 70 66.0 

２．中心市街地活性化や街のにぎわい

づくりに資する事業提案がなされて

いるか 

30 25.0 

評価合計点 
100 91.0 

最低基準点 60点 

非公募理由 

次の理由により非公募とした（多治見市公の施設に係る指定管

理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成16年規則第62号）

第２条第３項第６号に該当）。 

(１) 一般社団法人多治見市観光協会は、市が出捐金を50％拠出

している団体であり、中心市街地の活性化に関する調査、企画

立案及びその実施を事業の一つとしている。このため、駐車場

の管理運営にあたり、中心市街地の活性化に向けた戦略的な料

金設定や、その収益のまちづくり及び観光事業への還元が期待

できる。 

(２) 駅北立体駐車場は、多治見駅北土地区画整理事業区域内に

所在し、その運営は区域内及び周辺の土地利用に寄与すること

が期待されている。一般社団法人多治見市観光協会は、中心市

街地の活性化を事業の一つとしており、その設置目的に沿った

管理運営が期待できる。 

施設使用料

の支払い 

指定管理者は、施設使用料として、次に掲げる額を市に支払う

ものとする。 

令和８年度 

令和９年度 

令和10年度 

ア 年度当たり33,283,000円 

イ 当該年度の利用料金収入からアに定める額

及び施設運営費相当額59,736,000円を減じた

額のうち３割の額 
 

 

議第101号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市根本交流センター 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 
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３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.8 

２．組織・運営体制 15 14.3 

３．収支計画 15 12.2 

４．経営能力 10 10.0 

５．公民館事業の提案 20 20.0 

６．児童館事業の提案 20 20.0 

７．複合施設を活かした提案 20 19.8 

評価合計点 
130 126.1 

最低基準点 78点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

150,700千円 150,700千円 

 

議第102号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市精華交流センター 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.8 

２．組織・運営体制 15 14.3 

３．収支計画 15 11.5 

４．経営能力 10 10.0 

５．公民館事業の提案 20 20.0 
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６．児童館事業の提案 20 20.0 

７．複合施設を活かした提案 20 19.8 

評価合計点 
130 125.4 

最低基準点 78点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

156,195千円 156,195千円 

 

議第103号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市学習館 

多治見市図書館及び子ども情報センター 

多治見市市民活動交流支援センター 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 30.0 

２．組織・運営体制 15 15.0 

３．収支計画 15 13.7 

４．経営能力 10 10.0 

５．事業の提案 30 29.0 

評価合計点 
100 97.7 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

1,413,235千円 1,413,235千円 

 

議第104号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市旭ケ丘公民館 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 
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公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.8 

２．組織・運営体制 15 14.3 

３．収支計画 15 12.0 

４．経営能力 10 10.0 

５．公民館事業の提案 30 29.5 

評価合計点 
100 95.6 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

115,090千円 115,090千円 

 

議第105号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市市之倉公民館 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.8 

２．組織・運営体制 15 14.3 

３．収支計画 15 12.7 

４．経営能力 10 10.0 

５．公民館事業の提案 30 29.5 
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評価合計点 
100 96.3 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

114,785千円 114,785千円 

 

議第106号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市南姫公民館 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.8 

２．組織・運営体制 15 14.3 

３．収支計画 15 12.0 

４．経営能力 10 10.0 

５．公民館事業の提案 30 29.5 

評価合計点 
100 95.6 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

123,100千円 123,100千円 

 

議第107号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市脇之島公民館 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 
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選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.8 

２．組織・運営体制 15 14.3 

３．収支計画 15 12.7 

４．経営能力 10 10.0 

５．公民館事業の提案 30 29.5 

評価合計点 
100 96.3 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

120,120千円 120,120千円 

 

議第108号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市小泉公民館 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.8 

２．組織・運営体制 15 14.3 

３．収支計画 15 12.0 

４．経営能力 10 10.0 

５．公民館事業の提案 30 29.5 

評価合計点 
100 95.6 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 
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128,790千円 128,790千円 

 

議第109号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市笠原交流センター 

多治見市笠原体育館 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.8 

２．組織・運営体制 15 14.0 

３．収支計画 15 14.0 

４．経営能力 10 10.0 

５．公民館事業の提案 20 19.5 

６．児童館事業の提案 20 19.5 

７．体育館事業の提案 20 19.5 

８．複合施設を活かした提案 20 17.3 

評価合計点 
150 143.6 

最低基準点 90点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

592,380千円 592,380千円 

 

議第110号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市文化会館 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 
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選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．施設運営の基本的な考え方 30 29.4 

２．組織・運営体制 15 13.8 

３．収支計画 15 14.1 

４．経営能力 10 9.2 

５．事業の提案 30 28.0 

評価合計点 
100 94.5 

最低基準点 60.0点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

576,645千円 576,645千円 

 

議第111号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市総合体育館 

多治見市指定公園 

多治見市運動場 

２ 指定管理者の名称等 感謝と挑戦のＫＧＩグループ 

代表構成員 東京都品川区東品川４丁目10番１号 

コナミスポーツ株式会社 

代表取締役社長 室田 健志 

構成員 岐阜市薮田南３丁目７番20号 

株式会社技研サービス 

代表取締役 棚橋 泰之 

構成員 愛知県名古屋市瑞穂区中山町６丁目３番地の２ 

岩間造園株式会社 

代表取締役 岩間 紀久裕 

３ 指定期間 令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年間） 

 

選定結果 

候補団体 感謝と挑戦のＫＧＩグループ 

現在の指定管理者 感謝と挑戦のＫＧＩグループ 

評価 

評価項目 配点 得点 
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１．施設運営の基本的な考え方 30 29.6 

２．組織・運営体制 15 14.4 

３．収支計画 15 13.4 

４．経営能力 10 9.2 

５．体育館事業の提案 30 28.8 

６．屋外体育施設事業・公園事業の提案 30 26.4 

評価合計点 
130 121.8 

最低基準点 78.0点 

候補団体以外の団体の評価合計点  Ａ団体 119.0 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

745,850千円 750,850千円 

 

議第112号 多治見市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定について 

地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成13年法律

第120号。以下「法」という。）第２条に掲げる事務（戸籍謄本、納税証明書、住民

票の写し、戸籍の附票の写し、印鑑登録証明書等の交付の請求の受付及び引渡し）

を多治見市之倉郵便局に取り扱わせることとする。 

(１) 取扱期間 

令和７年12月１日から令和８年３月31日まで。ただし、当該期間の満了の３

箇月前までに、多治見市及び日本郵便株式会社のいずれもが事務の取扱いを廃

止する旨の意思表示をしないときは、当該期間を１年間延長することとし、以

後も同様とする。 

(２) 提案要旨 

郵便局に委託できる業務は、本議案に掲げる５事務以外にも多様にあるが、

これら特定５事務については、個人情報の保護、正確な事務処理の確保の必要

性といった観点から慎重な手続を要するものであることから、事務取扱郵便局

を指定するに当たっては、法第３条第３項において議会の議決を要件としてい

る。 

令和７年４月現在、全国139市区町村が委託し､473の郵便局で公的証明書発

行業務が実施されている。 

本市では公共施設適正配置計画において地区事務所の業務委託又は集約化を

進める方向性を示している。 

市之倉事務所については、次の理由により多治見市之倉郵便局に委託するこ

ととした。 

ア 施設の老朽化 

イ 公民館等の併設施設がないことにより防犯上の不安がある。 

ウ 市之倉事務所と市之倉郵便局の距離が300メートルほどで、利便性への影

響が小さい。 
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議第113号 多治見市教育委員会委員の任命について 

 大嶽 和好（おおたけ かずよし）委員が令和７年９月30日に任期満了となるた

め、伊藤 芳博（いとう よしひろ）氏を新たに多治見市教育委員会委員に任命す

る。 

【参考】 

委員数：４人 

職 務：教育委員会の構成員として、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭和31年法律第162号）第21条各号に掲げられた職務権限の適正

な行使を担う。 

（多治見市教育委員の職務に関する要綱（平成22年教育委員会告示第31号）第２条） 

 

議第114号 多治見市公平委員会委員の選任について 

笠鳥 早苗（かさとり さなえ）委員が令和７年９月28日に任期満了となるため、

同氏を引き続き、多治見市公平委員会委員に選任する。 

【参考】 

委員数：３人 

所掌事務：(１) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求

を審査し、判定し、及び必要な措置を執ること。 

(２) 職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決

をすること。 

(３) 前２号に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。 

(４) 前３号に掲げるものを除くほか、法律に基づきその権限に属

せしめられた事務 

（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第８条第２項） 

 

諮第１号 人権擁護委員の推薦について 

久野 智子（くの ともこ）委員及び田財 博史（たざい ひろし）委員が令和７年

12月31日に任期満了となるため、両氏を引き続き、人権擁護委員として推薦する。 

【参考】 

委員数：10人 

職 務：(１) 自由人権思想に関する啓もう及び宣伝をなすこと。 

(２) 民間における人権擁護運動の助長に努めること。 

(３) 人権侵犯事件につき、その救済のため、調査及び情報の収集を

なし、法務大臣への報告、関係機関への勧告等適切な処置を講ず

ること。 

(４) 貧困者に対し訴訟援助その他その人権擁護のため適切な救済方

法を講ずること。 

(５) その他人権の擁護に努めること。 

（人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）第11条） 


